
   福島第一原子力発電所事故避難者への支援拡充に関する  

意見書  

 

東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故の発生から５年８か

月が過ぎましたが、政府の原子力緊急事態宣言は未だ解除されてい

ません。原発事故は収束しておらず、多くの避難者は事故前の汚染

のない状態に戻ってほしいと願っていますが、残念ながら程遠いと

言わざるを得ないのが現実です。  

しかし、福島県は平成 27 年６月に自主避難者に対する災害救助法

に基づく住宅の無償支援を平成 29 年３月末をもって打ち切ることを

発表しました。健康被害のリスクを考え、様々な困難を抱えながら

避難生活を継続せざるを得ない避難者にとって極めて深刻な事態で

す。平成 24 年６月に国会で「東京電力原子力事故により被災した子

どもをはじめとする住民等の生活を守り支えるための被災者の生活

支援等に関する施策の推進に関する法律」が制定され、その第１条

において「東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故（以下「東

京電力原子力事故」という。）により放出された放射性物質が広く拡

散していること、当該放射性物質による放射線が人の健康に及ぼす

危険について科学的に十分に解明されていないこと等のため、一定

の基準以上の放射線量が計測される地域に居住し、又は居住してい

た者及び政府による避難に係る指示により避難を余儀なくされてい

る者並びにこれらの者に準ずる者（以下「被災者」という。）が、健

康上の不安を抱え、生活上の負担を強いられており、その支援の必

要性が生じていること及び当該支援に関し特に子どもへの配慮が求

められていることに鑑み、子どもに特に配慮して行う被災者の生活

支援等に関する施策（以下「被災者生活支援等施策」という。）の基

本となる事項を定めることにより、被災者の生活を守り支えるため

の被災者生活支援等施策を推進し、もって被災者の不安の解消及び



安定した生活の実現に寄与することを目的とする。」としており、自

主避難者への支援も求めています。この法律に基づき、被災者の方々

が移動前の地域への帰還、現在の避難生活の継続などの選択を自ら

の意思で行うことができるよう、そのいずれを選択した場合でも適

切に支援するための必要な施策を講じることが重要だと考えます。  

よって、政府におかれては、各自治体において、避難者の相談窓

口を設けるなどの必要な行政サービスが講じられるとともに、長期

避難者をはじめ、福島第一原子力発電所事故避難者への一層の配慮

と支援拡充を確固たるものとするため、次の措置を講じられるよう

強く要望いたします。  

１  災害直後の応急期を想定した災害救助法の枠組みを超えた長期

に及ぶ避難者に対して、避難生活の支援を強固にする新たな制度

を確立すること。  

２  上記制度が確立するまでの間、避難先の自治体が避難者に対す

る各種支援を行えるよう、自治体への財政措置を速やかに講じる

こと。  

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたします。 
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